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➢民間事業者と連携した廃棄物処理・再資源化拠点構築に係る現状・課題
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・近年の急激な物価上昇に対応した交付金の交付
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３．再資源供給サプライチェーンの強靭化に当たっての課題や実現をするための必要事項
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湖北広域行政事務センター ２

湖北広域行政事務センターでは、新しい一般廃棄物処理施設

(熱回収施設、リサイクル施設、汚泥再生処理センター)の整備に

向けて、令和元年度に整備基本計画の策定及び事業方式の検討、

令和３年度に要求水準書の作成、令和４年度に事業者選定を行い

ました。 

令和４年１２月には、株式会社タクマ(兵庫県尼崎市)を代表企

業とするタクマグループを優先交渉権者として決定し、その後、

特別目的会社「湖北ハイトラスト株式会社」が設立され、令和５

年３月に事業契約を締結しました。 

令和５年度より、長浜市木尾町の事業地にて、施設の実施設計

等、本格的に施設整備を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同一敷地内に各施設を一極整備することにより、

一般廃棄物（ごみ、し尿等）の処理を施設間で連携

させ、総合的な廃棄物処理システムを構築し、効率

的な施設整備運営を図ることで、コスト削減につな

げます。 

新施設の特徴 

管理棟 熱回収施設※ 

▶ 現在までの事業経過 

汚泥再生処理センター 

リサイクル施設 

廃棄物エネルギーを最大限活用できる 

先進的な施設整備を計画しています 

可燃ごみや可燃性粗大ごみ等

を焼却処理し、発電・余熱の

回収を行う施設 

 

熱回収施設（焼却施設） 

※熱回収施設…焼却施設、バイオガス化施設 

 

【処理能力】 

124ｔ/24ｈ 

 

熱回収施設（バイオガス化施設） 

可燃ごみ中に含まれる生ご

み・紙類等をメタン発酵によ

り適正に処理する施設 

 

【処理能力】 

25ｔ/日 

 

リサイクル施設 

 

【処理能力】 

21ｔ/5h 

不燃ごみ・粗大ごみの破

砕・選別、有価物を回収す

る施設 

し尿や浄化槽汚泥を汚泥分と水分に

分離し、排水を生物処理して下水道

へ放流し、処理工程で発生した汚泥

を助燃剤化する施設 

 

汚泥再生処理センター 

 

【処理能力】 

83ｋL/日 

01 廃棄物エネルギーの最大限化  

02 バイオガス化施設の併設 

03 一極集中による施設間連携 

04 次世代につながる利活用 

バイオガス化施設を併設することで、生ごみ

等を発酵させ、メタンガスとして、効果的にエ

ネルギーを回収し、二酸化炭素の削減、環境負

荷の低減を図ります。 

高効率ごみ発電ができる焼却施設に加え、バ

イオガス化施設を併設することで、廃棄物エネ

ルギーを最大限回収します。得られたエネルギ

ーは電力として、固定価格買取制度を活用し、

売電収入を確保します。 

ごみの焼却により発生する熱及びバイオガスは主に

発電に利用します。電力は施設内での利用を優先し、

余剰電力分は売電によって得られる収益を運営費に充

当します。将来は他の公共施設等への供給、非常時の

電力供給等次世代へつながる利活用をします。 

工場棟 

※実施設計によりイメージが変わる場合があります。 

バイオガス化施設発酵槽 

施設出入口 

事業概要



１．多角的な経済的支援スキームのあり方について

◇地方自治体にとっては、多額の費用を投入し実行する一大事業
新たな施設整備は、50年に一度の大きなもの 大きなリスク

よって、

事業内容の精査と関係機関へのアナウンスが重要

〇国に求める支援

・交付率の拡充…交付金対象事業毎における率の拡充

特に、リサイクル施設・既存施設解体

・起債充当の拡充…起債充当率の良い制度の活用

➢公民連携事業への効果的な融資やリスクマネー供給を行う手法について
政府に求める支援策

湖北広域行政事務センター ３

◇官民連携事業(PPP/PFI)における支援策・資金調達要望

・民間活力 魅力のある事業提案（事業費・内容）･･･民間資金調達(低利の資金調達)

・廃掃法の取扱い 設置届(第９条３)、許可(8条)･･･許可権者の判断



個別 集約

➢民間事業者と連携した廃棄物処理・再資源化拠点構築に係る現状・課題

４施設を同一敷地に一括事業として整備・運営

することにより、施設間で有機的な連携（シナジー

効果）を持った総合的な廃棄物処理システムを構

築し、効率化・コスト削減等を図る

湖北広域行政事務センター

２．多角的な経済的支援スキームを対象とする事業・取組を推進するためには

〇事業内容

４



◇事業の経過

老朽化が進む廃棄物処理施設等の更新を行い、システムの強靭化を確保するため、平成25(2013)年度より施設整備に

関する基本方針を策定し、新たな施設整備を進めてきた。

➢民間事業者と連携した廃棄物処理・再資源化拠点構築に係る現状・課題

湖北広域行政事務センター

２．多角的な経済的支援スキームを対象とする事業・取組を推進するためには

５

事業の流れ
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◇事業の経過

➢民間事業者と連携した廃棄物処理・再資源化拠点構築に係る現状・課題

湖北広域行政事務センター

２．多角的な経済的支援スキームを対象とする事業・取組を推進するためには

６

●集約設置をするに至った背景

①老朽化が進む廃棄物処理施設の更新改良を行う。

②現在設置している箇所において、地元との覚書があり設置期限がある。

令和11年3月末日まで

③また、これまでは設置期限内に、新たな箇所へ移転してきたため用地選定に苦慮した。

④これらより、永年移転することなく最小限の費用で最大限の効果を発揮するシステムの強靭化を図るため。

●ＰＦＩ－ＢＴＯ事業 選択理由

①導入可能性調査にて、事業者の意見を集約

②事業化シミュレーションを実施し、財政支出評価のＶＦＭを算定。

最も財政負担の低減が図れる手法を選定した。

従来方式＜ＤＢＯ方式＜ＰＦＩ-ＢＴＯ(起債適用)方式

従来方式 DBO方式 PFI(BTO)
方式

財政負担 大 財政負担 小



◇事業推進の課題

       ●事業用地の確保（風評被害等の払拭）

●整備事業費の確保（国の支援等）

●事業計画に伴う執行部及び議会の理解（ＰＦＩ事業への理解度）

●民間事業者の参加意欲の確保（ＰＦＩ事業の実施事例が少ない）

●新しいシステム構築となり、複雑な要求水準

●価格以外に企業（民間）の持つノウハウや事業計画について評価を行うため事前の手続きに要する業務

・・・時間（期間）が必要

●公共がこれまで以上に民間の業務状況を把握し、管理・指導が行わなければ公共サービスの低下を招く恐れがある

➢民間事業者と連携した廃棄物処理・再資源化拠点構築に係る現状・課題

湖北広域行政事務センター

２．多角的な経済的支援スキームを対象とする事業・取組を推進するためには

７



➢民間事業者と連携した廃棄物処理・再資源化拠点構築に係る現状・課題

◇事業推進するための経済的な支援について

〇制度的な課題

 交付対象事業毎の整備においては、循環社会形成推進交付金に示すとおりであるが、今事業

は４施設を同一敷地に一括事業として整備・運営することにより、施設間で有機的な連携（シナ

ジー効果）を持った総合的な廃棄物処理システムを構築し、効率化・コスト削減等を図るため、国

が示す交付金要綱では財源確保が十分とは言えない

 要望活動を行い、交付金の拡充に努めた

※一括整備の場合事業推進するための経済的な支援を示した制度がない

湖北広域行政事務センター

２．多角的な経済的支援スキームを対象とする事業・取組を推進するためには

８



◇事業実施に沿った資金の交付

１．近年の急激な物価上昇に対応した交付金の交付

２．起債充当率の引上げ（対象制度の拡充）

➢民間事業者と連携した廃棄物処理・再資源化拠点構築を推進するための手法

湖北広域行政事務センター

２．多角的な経済的支援スキームを対象とする事業・取組を推進するためには

９

事業開始からの物価上昇（４年で２０％上昇）



令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度） 令和6年度（2024年度） 令和7年度（2025年度） 令和8年度（2026年度） 令和9年度（2027年度）
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

建設物価調査会
都市別指数（大阪）構造別平均指数　SRC

【純工事費】 117.8 118.4 120.1 120.4 121.6 122.9 123.0 123.2 124.4 124.5 124.8 125.3 125.2 127.5 128.8 128.6 128.6 130.2 130.3 130.9 132.5 132.6 132.6 134.4 134.5 134.8 135.8 136.8 136.9 137.8 137.5 137.3 139.1 139.4 139.5 140.1 140.1 139.9 141.2 141.3 141.5 142.7 142.8 142.9 143.9 144.6 144.8 145.2 147.8 148.3

【建　　　築】 121.2 122.0 124.0 124.5 126.0 127.5 127.6 127.6 129.1 129.0 129.3 129.8 129.7 132.8 133.6 133.4 133.0 134.7 134.5 134.5 136.4 136.4 136.4 138.6 138.6 138.7 139.5 140.4 140.4 141 140.6 140.3 142.3 142.4 142.1 142.5 142.6 142.3 143.7 143.9 144 145.3 145.3 145 146.3 146.5 146.5 146.6 150.1 150.5

【設　　　備】 108.4 108.8 109.4 109.1 109.7 110.4 110.6 111.3 111.7 112.2 112.4 112.8 112.9 113.1 115.7 115.8 116.5 118.2 118.6 121.1 121.9 122.2 122.3 123.0 123.3 124.2 125.8 126.9 127.2 128.9 129.2 129.3 130.3 131.4 132.3 133.5 133.3 133.2 134.3 134.2 134.7 135.8 135.9 137.2 137.6 139.5 140.2 141.2 141.5 142.4

出展：一般財団法人　建設物価調査会　建設物価　建築費指数🄬

https://www.kensetu-bukka.or.jp/business/so-ken/shisu/shisu_kentiku/

年月

事業推移

物価変動

造成工事着工 汚泥再生処理センター着工 熱回収施設・リサイクル施設着工 汚泥再生処理センター竣工本契約 造成工事竣工

内訳書作成 内訳書作成 内訳書作成 内訳書作成内訳書作成確認・提出 確認・提出 確認・提出確認・提出内訳書作成

仮契約優先交渉者決定提案書提出募集公告
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提案日:2022年9月２８日

確認・提出 確認・提出内訳書作成

基準日(造成)：2024年8月16日 基準日(熱回収)：2025年3月31日

基準日(汚泥)：2024年9月17日

基準日(予定)：2026年5月29日

湖北広域行政事務センター

➢民間事業者と連携した廃棄物処理・際施資源化拠点構築を推進するた

めの手法

１０

事業提案時 現在（５月末）

◇事業提案時からの物価変動推移 物価上昇＝148.3/122.9＝1.20 （４年で２０％上昇）

２．多角的な経済的支援スキームを対象とする事業・取組を推進するためには



◇総合的な廃棄物処理施設整備モデル事業（施設集約型）の創設（提案）

「施設集約型」の推進によって、

  国：大幅な歳出削減

地方自治体：公共事業費の大幅な削減

双方が多くのメリットを受け、更なる循環型社会の形成を図る

➢新制度の創設

湖北広域行政事務センター

３．再資源供給サプライチェーンの強靭化に当たっての課題や実現をするための必要事項

１１


